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第Ⅰ部 第２章のポイント 

１．各国の生産性等の動向 

z 人口一人当たりＧＤＰで、日本はアメリカの７割強、労働時間当たり生産性では、

日本はアメリカの７割程度、ドイツ、英国等もアメリカの１割から２割低い水準

にある。90年代半ば以降、アメリカの労働生産性上昇率が加速したため、西ヨー

ロッパ、日本とアメリカとの生産性の格差は横ばいないし拡大傾向で推移してい

る。 

z アメリカでは、2000 年代に入って生産性がさらに加速している（「第二の波」）。

これには、流通・運輸及び金融等といったＩＴを利用する非製造業の生産性上昇

が大きく貢献しており、これらの産業を中心に全要素生産性（ＴＦＰ）も伸びて

いる。 

z 「第二の波」は、ＩＴ投資の効果が遅れて現れてきたものと考えられてきている。

この要因の一つとして、ＩＴ化により生産性を高めるためには、組織形態や生産

プロセスの改善、教育訓練等の人的投資を行うことが重要であり、その効果が顕

在化するには長期を要する可能性が指摘されている。 

z 生産物市場の規制緩和や労働市場の柔軟性向上が、ＩＴ投資を促進し、ＩＴ利用

産業を始めとする経済の生産性向上に重要な貢献をしていると考えられる。 

 

２．英国、フィンランド、アイルランド等の経験 

z 英国経済の好調さの背景としては、生産物市場の規制が緩和され柔軟な労働市場

が構築された面が大きく、また、そうした改革の成果が 90年代の前半以降より明

確に現れてきたのは、マクロ経済環境が安定化しインフレ率が低下するとともに

景気の振れが平準化されたことが重要な条件となっていたと考えられる。 

z フィンランドは、90年代前半の経済危機の後急速に生産性を向上させた。これは、

(1)金融システムリスクへの対応を比較的短期間に行い、(2)社会保障給付の削減、

規制緩和等の広範な分野での改革・対応を継続的に実施し、(3)研究開発と教育を

重視し、(4)マクロ経済環境の安定化を図ったことなどによると考えられる。 

z アイルランドの経済成長、生産性の上昇は先進国の中でも際立っている。その背

景としては、欧州統合の波に乗り、税制改革、規制緩和、労働市場を柔軟にする

ことなど外資を導入する環境を積極的に整備してきたことがあると考えられる。 

z これら各国の経験はかなり多様であるが、生産物市場の規制改革、柔軟な労働市

場、研究開発投資や教育などの人的投資、そして良好なマクロ経済環境等相当程

度に共通している要因が少なくない。我が国においても、「進路と戦略」や「基本

方針 2007」に基づき、各国の経験にも学びつつ成長力強化のための具体的な対応

を各分野でスピード感を持って総合的・戦略的に推進することが必要である。そ

の際、一層の規制改革と労働市場改革・人材の活用等によりＩＴ化の効果を浸透

させるとともに内外資問わず企業活動に良好な環境を整備しサービス産業等の生

産性向上に集中的に取り組むこと、マクロ経済環境を良好に保つことにより投資

意欲を喚起することなどが重要と考えられる。 



第２章  先進各国の生産性等の動向：アメリカの「第二の波」

と英国、フィンランド、アイルランド等の経験 

 

生産性の向上は、経済成長にとって最も重要な要因である。戦後の先進国経済は、

アメリカから技術を導入することによって、アメリカより高い生産性の上昇を実現し、

アメリカの生産性水準へのキャッチアップ（追いつき）を実現してきた。しかし、ア

メリカの生産性上昇率は、1990 年代半ば頃を境にＩＴ1技術の活用により加速し、さ

らに 2000 年代に入ってからは「第二の波」とも呼ばれるようにもう一段の加速がみら

れる。一方、ヨーロッパや日本等他の先進国では生産性が伸び悩んでいる国も少なく

なく、この結果、アメリカと他の先進国との生産性格差は、総じていえば、むしろ拡

大傾向に転じている。ＩＴ技術自体は、基本的にはどの先進国でも利用可能なもので

あり、ヨーロッパでも、アメリカとの生産性格差の再拡大が重要な問題としてクロー

ズアップされてきている。また、我が国においても、成長力の強化が最重要の政策課

題の一つとなっており、経済財政諮問会議で取りまとめられた「成長力加速プログラ

ム～生産性５割増を目指して～」（平成 19年４月 25日）では、政府一体となった成長

力強化の取組により、今後５年間のうちに労働生産性の伸びを５割増に高めることを

目指すこととしている。 

そこで、本章では、第１節で、アメリカを中心に近年における先進各国の生産性の

動向と、それに密接に関係する要因として規制の程度が重要であることなどを概観し、

第２節では、アメリカ以外の先進国で経済の活性化、生産性の上昇を実現した例とし

て、英国、フィンランド、アイルランド等の取組をみた上で、こうした各国の経験か

らどのような示唆が得られるか考えていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 
                                                 
1 情報通信技術 (ＩＴ、Information Technology) については、英語では、通信の要素を明示して、ＩＣＴ (Information 
and Communication Technology) と表記されることもあり、統計等でそうした用語が使用されているものもあるが、
本章では、全て単にＩＴと表記している。 



第１節 各国の生産性等の動向 

 

１．1990 年代後半以降拡大したアメリカと他の先進国の生産性格差 

 

●時間当たり労働生産性では、日本はアメリカの７割程度の水準 

まず、先進各国の生産性の水準を、ＯＥＣＤの生産性データベース2を用いて、同デ

ータベースで包括的にデータが把握できる最近年である 2005 年において横断的に比

較してみよう。生産性等の指標としては、様々な指標が考えられるが、本章では、労

働時間当たりまたは一人当たりのＧＤＰを指標として、アメリカを 100 とした各国の

水準を見ていくこととする（第 2-1-1 図）。 

各国のＧＤＰ統計は本来各国通貨建てで推計されているものであり、横断的な比較

に際してはどのような換算比率（為替レート）を用いるかが重要な問題となる。世界

経済における各国の地位等をみるときには、市場レートで換算することも適当と考え

られるが、市場レートは変動が激しく、また、各国の物価水準の相違を必ずしも適切

に反映していない。そのため、ここでは、各国の自国通貨建て名目ＧＤＰを、物価水

準を調整して比較できるよう購買力平価（ＰＰＰ）によりドル換算して比較する3。 

 

                                                 
2 先進各国の生産性の比較のためにＧＤＰや労働・資本投入について、ＯＥＣＤで取りまとめたデータベース。ス
ペックの異なる各種各国統計を一定の前提の下で比較可能な形で編集しているため、部分的に各国政府の公式統計

と異なる部分もあるとされており、ＯＥＣＤも、特定の一国についての調査分析には各国統計を用いることが望ま

しく、横断的比較には同データベースを使用すべきとしている。したがって、本データベースに基づく数値につい

ては、データのそうした性格を考慮し、一定の幅をもってみる必要がある。 
3
 参考までに、付表 2-1に、今回の比較に用いた 05年水準の購買力平価（ＰＰＰ）と、同年の市場レートを掲げる。

購買力平価は、先進国間の比較では繁用されるＯＥＣＤの推計値を用いた。ただし、ＰＰＰは、一定の財サービス

の価格比較から推計して作成しているものであり、一定の幅をもってみる必要がある。 



（備考）1．ＯＥＣＤ“Productivity database”より作成。
　　　　2．「一人当たりＧＤＰ」、「労働時間当たりＧＤＰ」については各国通貨建ての水準を2005年の
　　　　　購買力平価（ＰＰＰ）により換算。
　　　　3．なお、日本は、人口一人当たりＧＤＰでは比較対象国（30か国）中16位、Ｇ７中４位、労働時間
　　　　　当たり生産性では比較対象国（30か国）中20位、Ｇ７中最下位となっている。

第2-1-1図　　労働生産性等の水準比較（2005年）
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 第 2-1-1 図の(1)人口一人当たりＧＤＰは、付加価値の生産に費やされた労働投入を

考慮せずＧＤＰを人口で除して求めた指標であり、国民一人当たりの豊かさ又は経済

活動水準の指標という面が強い。この指標でみると、日本は、アメリカの７割強の水

準にとどまり、ほぼＯＥＣＤ平均並みである。英国、フランス、ドイツ、イタリアな

ど西ヨーロッパの多くの国や、カナダ、オーストラリア等は、アメリカの７割弱から

８割強の水準にあり、日本と大きな差はない。一方、アイルランドはかなりアメリカ

に近い水準にある。また、金融産業や鉄鋼業の大企業の立地するルクセンブルクや、

石油資源に恵まれたノルウェーでは、アメリカの水準を超えているが、これらの国に

ついてはこうした特有の産業構造に留意すべきと考えられる。 

 人口一人当たりＧＤＰは、人口に対する就業者の比率、就業者一人当たりの労働時

間、労働時間当たりのＧＤＰの３要因の積となっているので、一人当たりＧＤＰをこ

れらの要因に分解してみてみよう4。 

 総人口に対する就業者の比率5をみると、日本のほか、英国、カナダ、オーストラリ

ア、オランダなどはアメリカとほぼ同程度の水準にあり、フィンランド、アイルラン

ドでもアメリカの９割程度の水準にある。一方大陸ヨーロッパ諸国は労働参加率が低

く失業率が高いことなどを反映して、フランス、イタリア、スペイン等低い国が多い。

就業者一人当たりの労働時間についても、日本はアメリカとほぼ同水準にあり、英国、

カナダ、オーストラリア、フィンランド、アイルランド等もアメリカと大差ない水準

にある。他方、大陸ヨーロッパ諸国は、ドイツ、フランス、オランダ等労働時間の短

い国が多い。 

 労働時間当たり生産性は、労働時間の把握の困難や推計誤差等の問題はあるが、単

位労働投入当たりの生産性という意味では、もっとも端的に労働生産性を示す指標と

考えられる。この指標では、日本はアメリカの７割程度にとどまっている。また、ド

イツ、英国、カナダ、オーストラリア等でも、アメリカの１割から２割低い水準にあ

るが、日本よりはやや高い。フランス、オランダ、ベルギー、アイルランドでも、す

でにアメリカとほぼ同水準ないし若干アメリカを上回る水準にある。 

また、ルクセンブルク及びノルウェーについてはアメリカより高い水準にあるが、

既に述べたような産業構造に留意する必要がある。こうしたことや、技術水準や世界

経済におけるアメリカの地位等も勘案して、以下では、アメリカを世界の生産性の先

                                                 
4
 就業者数や労働時間については、各国統計を基にしたＯＥＣＤによる推計値である。特に、労働時間については、

多くの国で自営業者の労働時間については十分なデータがないため、一定の前提の下で雇用者の労働時間から推計

したものとなっていることに留意が必要である。 
5
 第１章では、生産年齢（15～64歳）人口に占める就業者の比率を、「就業率」としてみたが、ここでは、人口一

人当たりＧＤＰを要因分解するため、総人口に対する就業者の比率をみていくこととする。 



進国（「生産性リーダー」）と考えて、アメリカとの比較で各国の生産性の水準や伸び

率を、時間当たり生産性を中心にみていくこととする。 

 

●再び拡大した生産性格差 

 

　

（備考）1．ＯＥＣＤ“Productivity database”より作成。同データベースによる05年時点の各国の
　　　　 労働生産性（第2-1-1図に示したアメリカを100として比較したもの）を、各国の労働生産性の
　　　　 推移を用いて過去に遡って比較している。
　      2．「西ヨーロッパ11か国」は、ＥＵ加盟国のうち、オーストリア、ギリシャ、ルクセンブルク、
       　ポルトガル及び04年５月以降加盟した国を除いた、比較的長期にわたってデータの取得が
　　　　 できる11か国を一つの地域としてとらえたもの。11か国の単純平均ではない。

第2-1-2図　労働生産性等のキャッチアップ  　　

（１）時間当たり労働生産性(アメリカを100とした各国の水準)

（２）人口一人当たりＧＤＰ(アメリカを100とした各国の水準)
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 経済成長に関する理論では、生産性の水準は、「技術等」が生産性の高い国から低い

国に伝播することなどにより、生産性の低い国では生産性の高い国より生産性が高い

上昇率で上昇し（「キャッチアップ」）、各国の生産性の水準は生産性の高い国の水準に

「収れん」していくとされている（「収れん理論」）6。なお、ここでいう「技術等」は、

                                                 
6
 なお、投資環境の整わない途上国では、先進国で開発された技術を導入する投資やそれを使いこなす人材育成が

十分でないため、むしろ先進国との間の生産性、生活水準が拡大していくこともあり得るが、一方で、先進国で開



モノの生産プロセスにおける技術にとどまらず、生産手法や管理・経営方式を含めた

広義のものである。例えば、ＩＴの発達により可能となった電子商取引が各国で導入

されることや、ＩＴを活用して物流や在庫管理が精緻なものとなっていくこと、ある

いは、ＩＴにより金融取引が迅速に行われるようになることなども含まれる。 

 第 2-1-2 図により、世界の生産性リーダーであるアメリカとの対比で各国の生産性

水準の推移をみてみよう。時間当たりの労働生産性（第 2-1-2 図(1)）では、西ヨーロ

ッパ（図の西ヨーロッパ 11 か国）及び日本は、90 年代半ばまではアメリカとの生産

性水準の格差を縮小する傾向にあったことがわかる。しかし、90年代半ば以降は、西

ヨーロッパとアメリカとの生産性の格差は再び拡大傾向にあり、日本とアメリカとの

格差もほぼ横ばいないし若干拡大傾向で推移している。このように、各国とアメリカ

との格差の縮小傾向がみられなくなったのは、アメリカの労働生産性上昇率が 95年ま

での 10年間の年平均 1.2％から 05年までの 10年間平均では 2.3％に加速する一方、

その他の国ではそうした生産性の加速が必ずしも観測されなかったことによる。ただ

し、ヨーロッパのうち、アイルランドはアメリカとの格差を縮小し続け、2000 年代初

頭にはアメリカをやや上回る水準となっているほか、英国やフィンランドにおいても、

90年代後半以降のアメリカとの生産性格差の拡大は小さなものにとどまっている。 

 一人当たりＧＤＰで比較すると西ヨーロッパとアメリカとの格差はより明瞭になる

（第 2-1-2 図(2)）。西ヨーロッパでは、アメリカの水準に最も近づいた年でもアメリ

カの水準の８割以下であり、時間当たり生産性ではアメリカより上位に位置していた

フランスも、最もアメリカに近づいた 80年代前半においてもアメリカの８割強の水準

にとどまっていた。一方、英国、アイルランド、フィンランドでは、近年に至るまで

アメリカへのキャッチアップが継続しており、特にアイルランドでは 2000 年頃までは

急速なキャッチアップ過程にあった。 

 

２．アメリカの「第二の波」 

 

アメリカでは、90年代後半以降生産性上昇率が加速しているが、これは、ＩＴ化の

効果といわれている。そこで、ＩＴ投資との関係も含めて産業別に経済成長や生産性

との関係をより詳しくみていこう。 

 

 

                                                                                                                                                         
発された技術が導入される環境がひとたび整えばキャッチアップの過程が開始され、成長率が加速（「離陸」）し、

急速な成長を遂げることが可能となる。本章では、先進各国間の比較に焦点を当てているため、こうした途上国の

キャッチアップ過程については触れない。 



●ＩＴ利用産業等の生産性上昇 

産業別の生産性については、07 年３月より公開された欧州委員会のＥＵ ＫＬＥＭ

Ｓデータベースが、先進各国について、産業分類を統一して包括的なデータを提供し

ているので、以下それを活用して産業毎の生産性の動向を見ていこう7。 

 

 第 2-1-3 図では、ＥＵ ＫＬＥＭＳ データベースで使用されている産業分類に基づ 

く主な産業セクターとして、ＩＴセクター（電気機械製造業及び情報通信等8）、製造 

業（電気機械を除く。）、「市場サービス産業」（教育、医療等は含まない。）について、 

近年の生産性の推移を示している。まず、５年毎の全産業の生産性上昇率の推移を確 

認してみると、90年代半ばまでは主要国の中で生産性上昇率が相対的に低かったアメ 

リカで、90年代後半に生産性上昇率が向上し、さらに、2000 年代に入ってさらに加速 

している（「第二の波」9）ことがみてとれる。一方、日本を含めた他の主要国では 

むしろ 90年代後半に生産性が低下している国が多い。 

セクター別にみると、技術進歩の急速なＩＴセクターにおける生産性上昇率は、各

国とも高く、中でも日本ではアメリカとそん色ない生産性の上昇を実現してきた。 

 電気機械を除く製造業については、主要国の中ではアメリカ、英国の生産性が相対

的に良好である。また、アイルランドでは主要国と比べて大幅に高い生産性上昇を実

現しており、フィンランドの生産性上昇率も高い。 

 一方、市場サービス産業については、各国で大きな差異がある。日本の生産性上昇

率は、80年代は主要先進国と比較して相対的に良好であったが、90年代以降低下した。

同様にドイツ、イタリアでも、生産性上昇率は低下傾向にある。一方、英国では、80

年代以降相対的に良好な生産性上昇率を保っており、さらにアメリカにおいては、80

年代後半以降生産性上昇率が加速し、特に 2000 年代に入ってからは高い伸びとなって

いる。 

                                                 
7 ＥＵ ＫＬＥＭＳデータベースは、ＥＵ各国の産業別の生産性の動向を分析するために作成されたものであり、
付加価値等については、各国のＧＤＰ統計を活用しているが、資本サービスについては、恒久棚卸法 (Perpetual 
Inventory Method (ＰＩＭ)）により独自に推計するなど、独自の推計を行っている部分もある。また、日本のデー
タについては、独立行政法人経済産業研究所のＪＩＰデータベースが使用されている。こうしたことから、各国統

計、あるいはＯＥＣＤの生産性データベースとは数値が微妙に異なり、計算結果についてはある程度幅を持ってみ

る必要がある。 
8 製造業、非製造業とも、ＩＴに直接関係する産業の生産性の上昇率が特に高いため、ＥＵ ＫＬＥＭＳデータベ
ースでは、電気機械製造業と情報通信産業等をＩＴセクターとしてそれぞれ製造業又は非製造業から区分して比較

することが多い。なお、産業分類の関係上、ＩＴセクターに分類される情報通信産業等には、必ずしも本来の意味

でのＩＴセクターではない郵便事業が含まれている。 
9
 「第二の波」（second surge）については、本章でも後述するが、CBO (2007)、Jorgenson et al (2006)やStiroh (2006)
などを参照。 



第2-1-3図　産業別労働生産性の伸び
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　　　　2．ＩＴセクターは、電気機械及び情報通信等（郵便事業を含む）。市場サービス産業は、卸小売、運輸、倉庫、金融、ホテル、レストラン
           等を含み行政、教育、医療等は含まない。

 



第2-1-4図　日、米、英の市場サービス産業の内訳
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　　　　　　の他対企業サービス、「対個人サービス」はホテル、飲食業等で構成される。

 



 そこで、市場サービス産業を、流通・運輸、金融等、対個人サービスに三分して、

良好な生産性パフォーマンスの観察されたアメリカ及び英国と、日本についてみると

（第 2-1-4 図）、アメリカにおいては、2000 年代に入って各産業とも生産性上昇率が

顕著に加速していることが分かる。中でも、ＩＴの利用度が高いと考えられる流通・

運輸、金融等の各セクターにおいて伸びが高い。また、ホテル、レストラン等を含む

対個人サービスについても 2000 年代に入って生産性が上昇していることがみてとれ

る。一方、日本においては、産業によって相違はあるが、概していえば、これら各産

業の生産性上昇率は低下傾向にある。また、英国においては、90年代以降金融等の生

産性上昇が高いこと、アメリカと異なり 2000 年代に入ってからの生産性の加速があま

り観察されないことなどが特徴となっている。 

 

 以上を踏まえ、三国の労働生産性の上昇率を、産業別の寄与度に分解してみると（第

2-1-5 図）、市場サービス産業のシェアが高いこともあり、2000 年代に入ってからのア

メリカの生産性の向上については、流通・運輸及び金融等といったＩＴを利用する非

製造業における生産性の上昇が重要な役割を果たしていることが改めてみてとれる。 



第2-1-5図　日、米、英の労働生産性上昇率に対する各産業の寄与

-1

0

1

2

3

4

5

85-90 90-95 95-00 00-04

日　　本（年率、％）

（年）

流通・運輸

金融等

対個人サービス

製造業
（除電気機械）

ＩＴ
セクター非市場サービス

全産業 その他

-1

0

1

2

3

4

5

85-90 90-95 95-00 00-04

アメリカ（年率、％）

（年）

流通・運輸 金融等

対個人サービス

製造業
（除電気機械）

ＩＴセクター

非市場サービス

全産業

-1

0

1

2

3

4

5

85-90 90-95 95-00 00-04

英　　国（年率、％）

（年）

流通・運輸

金融等対個人サービス

   製造業
（除電気機械）

ＩＴ
セクター非市場サービス

全産業 その他

（備考）1．ＥＵ“ＫＬＥＭＳ データベース”より作成。
　　　　2．各期間におけるそれぞれの産業の最初の年の付加価値ウエイトを用いた。
　　　　3．産業間で労働移動が生じること、連鎖指数を用いていることにより、各産業の寄与の合計は、
           経済全体の労働生産性上昇率と一致しない。
        4．産業分類については、第2-1-3図、第2-1-4図を参照。また、非市場サービスは行政、教育、医療
           など。その他は鉱業・採掘業、電気・ガス・水道業、建設業、農業等。

 



●2000 年代におけるアメリカのサービス産業等の全要素生産性の向上 

 

（備考）ＥＵ“ＫＬＥＭＳ データベース”より作成。計算方法については付注2-1を参照。     

第2-1-6図　労働生産性上昇に寄与した要因
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 さらに、市場サービス産業の各分野について、労働生産性の上昇にどのような要因

が寄与したか、資本装備率の向上や労働力の質の変化とそれらでは説明できない全要

素生産性（ＴＦＰ）要因とに分解してみると10（第 2-1-6 図）、アメリカでは、市場サ

ービス産業、特に流通・運輸や金融等といったＩＴ利用産業において 90年代後半にＩ

Ｔ資本の資本装備率が高まり、さらに、2000 年代に入ってからは、これらのＩＴ利用

産業を中心にＴＦＰが大きく伸びているほか、対個人サービスにおいてもＴＦＰが上

昇していることが分かる。英国においてもＩＴ利用産業については同様の傾向がアメ

リカほど明瞭ではないが確認される。日本では金融セクターでＩＴ資本装備率の寄与

が大きいほかは、そうした傾向が確認されない。 

 このように、90年代後半以降生産性上昇率を加速させたアメリカにおいては、ＩＴ

利用産業等におけるＩＴ利用度の上昇が、2000 年代に入ってＴＦＰの上昇に結びつ

き、労働生産性上昇率がさらに加速したと考えられる。 

 

●「第二の波」をどうみるか 

アメリカ議会予算局（ＣＢＯ）は、01年以降の生産性の再加速について「第二の波」

と呼び、以下のような要因により 90年代後半以降のＩＴ投資の効果が遅れて現れてき

た可能性があるとしている11。 

(1) 90 年代においては、ＩＴ機器やＩＴ技術を導入するための大きなコスト（「調 

整コスト」）が必要とされ、これがＩＴ投資による生産性上昇の効果を減殺してい

た。 

(2) ＩＴ技術に適した生産プロセスを導入するためには年月が必要であり、そうし

た過渡期が過ぎることにより、その効果がより顕在化してきた。 

(3) ＩＴのような新しい技術により、無形の資産が増加している。例えば、ＩＴ技

術に適応するように労働者の教育訓練が行われ労働者の人的資本が蓄積されてい

る。あるいは、ＩＴ投資の結果、ＩＴによる在庫管理や電子商取引等の新しい生

                                                 
10 経済学の成長会計の分野で多用される一次同次のコブ・ダグラス型生産関数を用いて、労働生産性の向上を資本
装備率の向上、労働力の質の変化とそれらでは説明できない全要素生産性（ＴＦＰ）に要因分解したもの。また、

資本や労働の種類により限界生産力（＝限界コスト）が異なることを反映して、資本や労働を細分して推計してお

り、第 2-1-6 図では、資本については、ＩＴ資本と非ＩＴ資本に分けてその寄与を示した。詳細は、付注 2-1を参

照。また、生産関数の形状などにつき一定の前提をおいて推計しているものであるため、推計結果については、労

働生産性の数値以上に幅を持ってみる必要がある。また、ＩＴセクター及び製造業（除ＩＴ）については、付図 2-2

に掲げる（日本のＴＦＰの寄与についてみると、ＩＴセクターでは良好だが、製造業（除ＩＴ）では、寄与が小さ

いことがみてとれる）。 
11 CBO (2007)を参照。なお、「第二の波」（second surge）との呼び方については、Jorgenson et al (2006a)やStiroh (2006)
も参照。また、生産性については、基礎統計が頻繁に遡及改訂されることや景気循環によって推計値に振れが生じ

ることなどから、ある程度長い期間を取ってみる必要があるが、アメリカ労働省が公表している非農業部門の労働

生産性上昇率をみると、01～05年平均の3.1％に対して、06年は 1.6％と鈍化していることには留意が必要である。 



産プロセスや作業形態とそれを支える組織形態が形成されてきているが、これも

無形の「組織的資産」ともいうべきものである。これらは、本来付加価値の増大

として捉えられるべきものだが、現在のＧＤＰ統計上は、こうした無形資産への

投資は、費用として処理され付加価値としては計上されないため生産性の向上と

しては把握されてこなかった。 

これらの要因は、相互に排他的なものではなく、いずれもが相当程度の寄与をして

いた可能性もあると考えられる。また、例えば、上記の(3)の無形資産要因に関連し

ては、最近の研究では、こうした無形資産はＩＴ化等により経済に占めるウェイトを

高めてきており、それを考慮すると、03 年時点でアメリカのＧＤＰは 8,000 億ドル

程度大きく、90 年代後半から 2000 年代初頭にかけての労働生産性の成長率も 0.3％

程度高くなるとの推計もある。また、その場合、労働生産性上昇率に対する無形資産

の寄与は 0.84％程度に上っていると推計されている12。もし、こうした試算が正しい

とすれば、現時点でもなお、ＩＴ化の効果は十分に把握されていない可能性もあるこ

とになる。 

また、このようにＩＴ化の効果が遅れて現れてくることについては、企業レベルの

研究でも実証されてきており、ＩＴ化の生産性に与える効果は、組織形態を分権化し

たり必要な教育訓練投資を行ったりした企業において高く、すなわち、ＩＴ投資と、

こうした組織的資産ともいうべき無形資産への投資は補完的な関係にあることが指

摘されている13。また、ＩＴ化に伴って、組織形態や生産プロセスをＩＴ化に適した

ものとしていくことに長期を要するため、コンピュータ導入に伴う生産性向上効果は、

５～７年の長期でみると短期的効果の最大５倍程度に及ぶという指摘もある14。こう

した研究は、単にＩＴ投資を行うだけではなく、それに適合するように組織形態や生

産形態を改善し、また、教育訓練等の人的投資を行うことが極めて重要であることを

示唆しており、労働集約的なサービス産業ではこうした投資の重要性が特に高いと考

えられている。このほか、例えば電子商取引は多くの企業や消費者が参加するように

なるとその生産性向上効果が顕在化してくるなど、他の経済主体や経済全体でＩＴ化

が進展することにより個々の経済主体の生産性も向上する「外部効果」ないし「ネッ

トワーク効果」も指摘されてきており、そうした要因もＩＴ化の効果が遅れて発現し

てきた一因であると考えられる。 

90 年代のＩＴ化によるアメリカの生産性の向上についても、「コンピュータ時代は

                                                 
12 Corrado et al (2006)。 
13 例えば、Brynjolfsson, Hitt and Yang(2003)。また、篠崎 (2005）は、我が国企業に対するアンケート調査によっ
てそうした効果を指摘している。 
14 Brynjolfsson and Hitt (2002) 



生産性統計以外のどこででもみることができる」15にもかかわらず生産性の効果が確

認されないのは謎であるといわれたこともあった16。生産性の向上がより的確に把握

されるようになったのは、99 年にソフトウェアが投資としてカウントされるように

なったことや、アメリカの物価指標が、コンピュータや半導体の処理能力等の「質」

の向上をより的確に把握するように改善されてきたことによる面があると考えられ

る。しかし、経済のＩＴ化は、ＩＴ関連財の「質」の向上にとどまらず、新しい財や

サービスの登場、電子商取引のような新しい取引形態やＩＴによる在庫管理、カスタ

ムメイドの生産方式の導入等広範な産業活動に非常に大きな影響を与え得るもので

あり、そうしたＩＴ利用の広がりと深化が、2000 年代に入って加速して、「第二の波」

に結びついたと考えるべきだろう。いずれにしても、世界の生産性リーダーであるア

メリカにおいて現在進行中の「第二の波」については、その要因等がより正確に解明

されるにはなお時間を要すると考えられるところではある。 

また、ＣＢＯは、「第二の波」を引き起こした可能性のあるその他の要因として、

規制緩和等により競争圧力が強まったことを挙げ、しかし、そうした要因による説明

の問題点として、2000 年代に入ってから生産性上昇が急速に加速したことを説明す

ることが困難であることを指摘している。たしかに、アメリカの規制緩和は 70 年代

から運輸、金融、エネルギー等の各分野で進められてきたものであり、そうした要因

だけで 2000 年代に入ってからの変化を説明することは困難であろう17。しかし、ＩＴ

化による生産性の向上が 90 年代後半以降経済に速やかに波及していくための環境を

整備する上では、規制緩和等による競争環境の整備が非常に重要であったと考えられ

る。そこで、次に、規制環境と生産性の関係を各国横断的にみてみよう。 

 

３．規制改革と労働市場の柔軟性 

 

 ＩＴ資本、ＩＴ技術自体は、先進国どこでもアクセス可能なものであるが、国によ

って、ＩＴ投資の程度も、生産性の向上効果も大きな相違がある。このような各国間

                                                 
15 経済成長に関する研究によりノーベル経済学賞を受賞したR.ソローの表現。 
16 「コンピュータの生産性パラドックス」などともいわれた。以下の議論については、Jorgenson et al (2007b)等も
参照。 
17
 例えば、航空輸送では、70年代から規制緩和が進められ、80年代前半に価格規制も参入規制も廃止された。ト

ラック輸送についても 70年代から規制緩和が進められ、特に 95年には、連邦法により州際輸送に関する州規制が

撤廃された。金融については、82年に預金金利が自由化され、業態間の参入も自由化されてきた。電力分野では、

石油危機等による電力価格の高騰を受けて 70年代から規制改革が進められ、特に、92年のエネルギー政策法で、

電力卸業者の送電アクセスが自由化され、96年には大手電力会社の送電網へのアクセスが自由化された。また、電

気通信に関しては 60年代より規制緩和が進められ、94年にはＡＴ＆Ｔが分割され、さらに、参入規制や価格規制

の緩和が大きく進展した。 



の差異の要因としては様々なものが考えられるが、生産物市場における規制緩和や労

働市場の柔軟性向上が、ＩＴ投資を促進し、ＩＴ利用産業を始めとする経済の生産性

向上に重要な貢献をしているという指摘がなされてきている18。 

これは、規制が緩い生産物市場においては、競争が活発で、ＩＴを活用することな

どにより生産性を向上させるインセンティブが強く働くと考えられるからである。ま

た、労働市場を柔軟にする、すなわち価格（賃金）メカニズムにより労働需給調整が

円滑に進むようにすることも、労働をＩＴ資本で代替することや、成長分野への労働

資源の移動を円滑化することなどにより、生産性向上に資すると考えられる。さらに、

競争が活発で生産性向上圧力が強く、労働市場も柔軟な経済においては、ＩＴ化に適

するように組織形態や生産プロセスを変更したりすることも促され、こうした無形資

産への投資を通じてＩＴ化による生産性向上効果を促進する面もあると考えられる。 

 

第2-1-7図　生産物市場規制、労働市場の柔軟性とＩＴ投資・労働生産性の関係　　

（１）生産物市場の規制指標とＩＴ投資比率（総固定資本形成比）　

（２）労働市場の柔軟性とＩＴ投資比率（総固定資本形成比）　
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18 例えば、Conway, Rosa and Nicoletti (2006)は、各先進国の規制が、産業毎に見て規制が先進国で最も緩和されて
いる国の規制の水準まで緩和された場合、各国平均でＩＴ投資の総固定資本形成に占めるシェアがおよそ 2.5％ポ

イント高まり、生産性向上に貢献すると推計している。Nicoletti and Scarpetta (2005)、OECD (2003)なども参照。 



（備考）1．ＯＥＣＤ“Going for Growth, 2007 Edition”、“Productivity Database”、“Investment Data”、
　　    “International Regulation Database”、内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査」、
　　　　　厚生労働省「毎月勤労統計」より作成。

    　  2．「労働生産性上昇率」は日本のみ年度における上昇率。

　　　　3．回帰直線式は以下のとおり。

          図(1) y＝－10.854x＋33.025 （ｙ：ＩＴ投資の総固定資本形成比、ｘ：生産市場規制、(　)内はｔ値） 

            　     (-2.4771) (5.6289)

　　　　　　  なお、自由度修正済決定係数（Adjusted R2）は「0.2220」。

          図(2) y＝－13.088x＋24.918 （ｙ：ＩＴ投資の総固定資本形成比、ｘ：労働市場の柔軟性、(　)内はｔ値）

                   (-1.4430) (5.6084)

　　　　　　  なお、自由度修正済決定係数（Adjusted R2）は「0.0567」。

          図(3) y＝－1.5638x＋3.5265 （ｙ：労働生産性上昇率、ｘ：生産物市場規制、(　)内はｔ値） 

       　　　      (-2.6266) (4.4236)

　　　　　　  なお、自由度修正済決定係数（Adjusted R2）は「0.2468」。

          図(4) y＝－2.4940x＋2.6450 （ｙ：労働生産性上昇率、ｘ：労働市場の柔軟性、(　)内はｔ値） 

        　　　     (-2.1115) (4.5714)

　　 　　 　  なお、自由度修正済決定係数（Adjusted R2）は「0.1617」。

          図(5) y＝0.0802x－0.1539 （ｙ：生産物市場規制、ｘ：ＩＴ投資の総固定資本形成比、(　)内はｔ値） 

         　　      (3.1998) (-0.3092)

　　　　　　　なお、自由度修正済決定係数（Adjusted R2）は「0.3521」。アイルランドを除いた推計値。

　　    4．生産物市場規制は、政府関与、企業家に対する障壁、貿易・投資に対する障壁の三つの分野についての規制の強さ

　　 　  を、様々な評価項目への該当件数によって指数化したもの。

　　　　   労働市場の柔軟性指標は、労働保護法制（ＥＰＬ）の強さ、失業給付の大きさ（所得代替率）、労働所得に対する

         「税のくさび」の大きさ、高齢者就業継続に対する税負担の大きさ（所得に対する税負担と就業継続により年金給付

（４）労働市場の柔軟性と時間当たり労働生産性上昇率　

（５）ＩＴ投資比率（総固定資本形成比）と時間当たり労働生産性上昇率　

（３）生産物市場の規制指標と時間当たり労働生産性上昇率　

         等（早期退職給付を含む）が削減される場合にはその額を合算した負担額）を合成した指標。
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 そこで、ＯＥＣＤによる生産物市場の規制指標と労働市場の柔軟性指標19を利用し

て、ＩＴ投資や労働時間当たり生産性の関係をみてみよう（第 2-1-7 図）。各国の状況

は様々ではあるが、傾向としてみれば、生産物市場の規制が緩和され、労働市場の柔

軟性が高い国ほど、ＩＴ投資が活発であり、また、近年における生産性上昇率が高く

なることがみてとれる。特にアメリカについていえば、労働市場の規制が緩やかなこ

とが大きな特色となっている。また、ＩＴ投資と生産性上昇率の関係をみてもＩＴ投

資比率の高い国ほど生産性上昇率が高くなる傾向にある。 

 

 

（備考）1．ＯＥＣＤ“Going for Growth, 2007 Edition”、ＥＵ“ＫＬＥＭＳ  データベース”より作成。
　　　　2．回帰直線式は以下のとおり。なお、自由度修正済決定係数（Adjusted R2）は「0.1232」。

             y ＝ －9.8830 x ＋ 4.0531  

                 （-1.7225）　（3.0085）

　　　　　（ｙ：流通・運輸の時間当たり生産性上昇率、ｘ：ＩＴ利用産業への規制インパクト、

           （　）内はｔ値。） 

第2-1-8図  ＩＴ利用産業の規制と時間当たり生産性

ベルギー

アイルランド

スウェーデン
オランダ

英国

デンマーク

フィンランド

アメリカ

フランス

スペイン
ポルトガル

日本

ドイツ

イタリア

オーストリア

-2

-1

0

1

2

3

4

5

6

7

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4

ＩＴ利用産業への規制インパクト（03年）

（00～04年：年率）

流通・運輸の時間当たり生産性上昇率（％）

 
  

さらに、2000 年代におけるアメリカにおける生産性上昇率の加速はＩＴ利用産業中

心の現象であるところ、流通・運輸産業を例にとり、労働生産性上昇率と、同産業に

関係する規制の関係をみてみよう。規制の指標として、ＯＥＣＤによる各産業の規制

                                                 
19 生産物市場規制指標については、Conway et al (2005)、労働市場の柔軟性指標については、Høj et al (2006)を参
照。 



がＩＴ利用産業へ与える規制インパクトの指標20を用いて図示すると（第 2-1-8 図）、

規制インパクトの弱い国で流通・運輸産業の労働生産性上昇率が高い傾向が弱いなが

らも読みとれる。 

 このように、規制の程度が、生産性に深く関係していることがうかがわれる。特に、

生産物市場、労働市場双方を総合してみれば、アメリカは国際的にも最も自由な市場

を持つ国であり、これが、ＩＴ時代の到来に際して世界の生産性リーダーであるアメ

リカが世界の先頭を切って生産性向上、特に広範なＩＴ利用産業の生産性向上に成功

した重要な背景となっていることが示唆されるところである。また、第 2-1-7 図にみ

るように、日本は、生産物市場の規制、労働市場の柔軟性の面でなお改革の余地があ

り、そうした分野での改革を進めることによりさらに生産性上昇率を高める可能性が

あることもみてとれる。 

 ただし、生産性や経済成長に関係する要因はほかにも多数あり、また各国の状況も

様々である。第２節では、生産性リーダーであるアメリカを追いかける側の国で良好

な生産性や経済成長を実現している例として、英国、フィンランド、アイルランドの

取組を概観しどのような要因が重要と考えられるかさらに検討してみることとしたい。 

                                                 
20 Conway, Rosa, Nicoletti and Steiner (2006) による。各産業における規制は、当該産業のみならず、当該産業の生産
物を活用する他の産業の生産性にも影響し得ると考えられる。このため、同指標では、他の産業への影響が大きい

と考えられる通信、運輸、公益関係の７つの非製造業の規制の強さを、産業連関表を用いて、これらの各産業から

の中間投入（他産業経由を含む）のウェイトにより加重平均し、他産業への規制インパクトを試算している。 



第２節 英国、フィンランド、アイルランド等の経験 

 

第１節でみたように、90年代後半以降アメリカの生産性が加速する一方、大陸ヨー

ロッパ諸国の生産性は相対的に停滞しており、アメリカとの格差再拡大に危機感が持

たれている21。しかし、ヨーロッパにおいてもいくつかの国では相対的に良好な生産

性や経済成長を実現してきた。本節では、そうした「成功例」として、英国、フィン

ランド、アイルランドを例にとり、「成功」の要因を探っていきたい。 

 

１．英国：構造改革の推進とマクロ経済の安定化による成長力の強化 

 

 英国はＩＴ利用産業等を中心に比較的良好なパフォーマンスを示してきた。こうし

た英国経済の好調さの背景としては、サッチャー政権以来の改革により、生産物市場

の規制が緩和され柔軟な労働市場が構築された面が大きいと考えられる。また、そう

した改革の成果がより明確に現れてきたのは、90年代の前半以降マクロ経済環境が安

定化して以降であることにも留意が必要である。 

 

●保守党政権下の「サッチャリズム」改革 

 英国は、1950 年当時で一人当たりＧＤＰがアメリカの 72％と、英国を含む西ヨーロ

ッパ22が同 52％であったのに対して相対的に高い水準にあった。しかし、50年代から

第一次石油ショックまでの間、英国とアメリカとの格差はほとんど縮小せず、一方西

ヨーロッパ各国の生産性が向上した。このため、73年には、一人当たりＧＤＰは英国、

西ヨーロッパともアメリカの 73％と同水準となった23。また、70年代半ば以降消費者

物価上昇率が二桁で推移する一方失業率も上昇するなど、スタグフレーションの状況

も生じ、生産性・経済成長の停滞は、「英国病」などともいわれた。 

 こうした状況を受け、79年に登場した保守党のサッチャー政権及び後継のメージャ

ー政権では、小さな政府と市場原理を重視（「サッチャリズム」と呼ばれる。）して、

規制改革、民営化、労働市場の改革、マクロ経済政策の転換、税制改革等広範な分野

にわたる改革を急速に展開した。すなわち、(1)生産物市場の構造改革の面では、民営

                                                 
21 ヨーロッパ諸国においても、近年のアメリカの生産性上昇率向上に対してヨーロッパでは生産性が停滞している
ことが憂慮されており、本章で活用したＥＵ ＫＬＥＭＳデータベースの開発者たちもそうした問題意識を強く持
っていると見受けられる（例えば、Timmer et al (2007)を参照。）。 
22 Madison (2001)による、オーストリア、ベルギー、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、イタリア、
オランダ、ノルウェー、スウェーデン、スイス、英国のヨーロッパ 12か国合計の値。以下、73年までの生産性の

数値は、同書による。 
23
 この間の一人当たりＧＤＰの増加率は、西ヨーロッパは年率 3.9％、英国は 2.4％。 



化と規制改革を重視し、79年の石油会社ブリテッィシュ・ペトロリアム（ＢＰ）に始

まり、製造業（航空機、自動車）、航空輸送、電気通信、ガス、水道、電力、石炭、鉄

道等広範な分野で民営化を進めるとともに、規制緩和の面では、金融ビックバンを始

めとして、運輸、電力、通信事業等で改革を進めた（第2-2-1 表）。(2)労働市場では、

解雇規制の緩和、争議行為の事前手続の制度化、クローズド・ショップ制（組合員以

外の新規採用を認めない制度）の廃止等により、労働市場の柔軟性を高める方向での

改革を行った（同表参照）。(3)マクロ経済政策面では、ケインジアン的な需要管理政

策からの転換を図り、インフレ抑制と小さな政府・財政の健全化を重視した。また、

92 年には、インフレ目標が導入された。(4)税制面では、経済主体のインセンティブ

を強化するため、79年の法人税・所得税の減税と付加価値税の引上げに始まり、累進

税率の簡素化等経済主体のインセンティブ強化の観点からの税制改革を行った（第

2-2-2 表）。 

 

金融市場 民営化 その他

サッチャー政権
（79年５月～90年11月）

為替管理の撤廃（79年）

金融ビッグバン（86年）
(1)株式の売買委託手数料の自由化、
(2)証券取引所会員権の解放、(3)単一
資格制度の廃止

SIB(証券投資委員会）の設立（86年）

金融サービス法制定（86年）
→主に投資家保護・証券業務規制

社会保障法の改正（公的年金の縮小・
私的年金加入認可）（86年）

BP(ブリティッシュペトロリアム）（79年）

ブリティッシュ・エアロスペース
（航空・宇宙）（81年）
ケーブル・アンド・ワイヤレス
（電気通信）（81年）

BT（ブリティッシュテレコム）
（電気通信）（84年）
ジャガー（自動車）（84年）

BG(ブリティッシュ・ガス）（86年）

BA（ブリティッシュ・エアウェイズ）(87年）
ロールスロイス（自動車）（87年）

ローバー（自動車）（88年）

リージョナル・ウォーター・カンパニー
（水道）（89年）

エレクトリシティ・ディストリビューション・
カンパニー（電力）（90年）

交通法（ロンドン以外はバス
事業免許を廃止）（80年）

エネルギー法（電力市場へ
の参入規制撤廃）（83年）

交通法（バス、タクシ－事業
規制緩和）（85年）

雇用法（クローズドショップ協定締
結に労働者の８割の賛成が必要）
（80年）

雇用法（５年毎にクローズドショッ
プ協定を点検）（82年）

労働組合法（労働組合執行委員選
挙における秘密投票制、争議行為
開始の秘密投票）（84年）

雇用法（クローズドショップ協定の
締結又は維持を目的とする争議行
為の禁止）（88年）

雇用法（入職前クローズドショップ
を禁止、非公認争議行為に参加し
た者の解雇を容認）（90年）

メージャー政権
（90年11月～97年5月）

SIBをFSAに改組、規制権限を強化（97
年）

ブリティッシュ・コール（石炭）（94年）

ブリティッシュ・レイル（鉄道）（95年）

通信事業への新規参入を容
認（91年）

ブレア政権
（97年５月～）

BOEからFSAに銀行監督権限を委譲
（98年）

財務省保険局が分離されFSAに移管
（99年）

金融サービス市場法制定（00年）
→FSAによる一元的管理体制の確立
→証券・保険・年金を含む包括的な規
制・市場の整備

ニューディール政策導入、最低賃
金制の導入（98年）

勤労世帯税額控除、障害者税額
控除導入（99年）

雇用平等規則（性別・宗教・信条等
を理由とした職業上の差別を禁
止）（03年）

就業家族法（労働者の仕事と育児
の両立を支援）（05年）

（備考）世界経済白書、各種報告書等より作成。

第2-2-1表　英国の生産物市場及び労働市場における主な改革

生産物市場
労働市場

 



基本税率 階層 その他 基本税率
小規模法人
税率

ACＴ*税率 その他

サッチャー政権
（79年５月～90年11

月）

33％
↓
25％

（79、86、87、88
年）

11段階
[25％～60％]

↓
２段階

[25％、40％]

（79、88年）

住宅ローン利子控除上限の引上
げ（83年）

生命保険料控除廃止（84年）

キャピタルゲイン課税率の変更
（一律30％→所得税率、88年）

52％
↓
35％

（84、85、86年）

42％
↓
25％

（79、82、86、
87、88年）

33％
↓
25％

（79、86、87、88
年）

８％、12.5％の２
段階
↓
15％

（79年）

メージャー政権
（90年11月～97年５

月）

25％
↓
24％

（96年）

２段階
[25％、40％]

↓
３段階

[20％、25％、40％]

（92年）

住宅ローン利子控除上限の引下
げ（91、94、94、95年）

35％
↓
33％

（90、91年）

25％
↓
24％

（96年）

25％
↓
20％

（93、94年）

15％
↓
17.5％

（91年）

ブレア政権
（97年５月～）

24％
↓
22％

（97、00年）

勤労世帯税額控除導入（99年）

住宅ローン利子控除廃止（00年）

キャピタルゲイン課税軽減措置導
入（02年）

児童税額控除引上げ（04年）

33％
↓
30％

（97、99年）

24％
↓
19％

（97、99、02年）

廃止
（99年）

中小企業向け
R&D税額控除
導入（00年）

大企業向けR&D
税額控除導入
（02年）

燃料等への付加
価値税率引下げ
（８％→５％）

（97年）

第2-2-2表　英国の主な税制改革

（備考）1．Institute for Fiscal Studies ホームページより作成。
　　　  2．Advance Corporation Tax. 英国では、企業が個人に対して配当を支払う際に、法人税よりも低い税率のＡＣＴを予め企業に支払わせ（ＡＣＴ分
           は法人税額から控除）、個人に対してＡＣＴと同率で還付（控除額が支払税額を超えた場合に払い戻すこと）が可能な税額控除を認めることに
           よって、配当に対する二重課税を調整していたが、97 年に税額控除の率が引き下げられるとともに、還付は認められないこととなった。

法人税
付加価値税

個人所得税

 

●ブレア政権の「第三の道」 

 97 年に保守党から政権を引き継いだ労働党のブレア政権は、サッチャリズムでもな

い、これまでの労働党や戦後の西ヨーロッパ各国で社会民主主義政権が実施した福祉

国家的なモデルでもない、「第三の道」24を標榜し、市場の効率を重視するとともに、

競争条件の整備や分配機能の強化に配意することとした。そうした方針の下、保守党

政権下の生産物市場や労働市場の改革の多くを保持しつつも、労働市場の面では、「福

祉から雇用へ」25を標榜し、若年者、長期失業者、一人親、中高年失業者等を対象に

職業訓練等による就業促進を図ることとした（ニューディール政策）。また、税制面で

は、低所得者層に配慮して最低税率の引下げ（20％→10％）や、勤労税額控除（ＷＴ

Ｃ、ＣＴＣ）の導入等を行った26。 

マクロ経済政策では、中期的安定性を確保するためのルールに基づく透明性の高い

政策運営を重視した。まず、金融政策面では、すでに 92年にインフレ目標が導入され

ていたが、97 年には中央銀行（ＢＯＥ)の独立性を強化し金利の決定はＢＯＥが行う

こととした。これにより、政策目標決定は政府が行い、中央銀行は政府の定めた目標

に従って金融政策を運営する責任を負うとともに政策手段については独立性を確保す

る枠組みが整備された。また、ＢＯＥの金融政策決定を行う金融政策委員会（ＭＰＣ）

                                                 
24 ブレアのブレーンである社会学者のアンソニー・ギデンズが提唱した表現とされる。 
25 原語では、「Welfare to Work」。 
26 若年者向けのニューディール政策や、勤労税額控除については、第１章参照。 



の議事要旨は２週間後に開示するなど政策決定プロセスの透明性が確保された。 

また、財政政策面では、景気サイクル全体をならした平均的な収支でみて公的借入

により手当てできるのは投資的支出に限ることとし、言い換えれば経常的歳出は経常

的歳入により手当てすることとする「ゴールデン・ルール」や、公的債務残高をＧＤ

Ｐ比で安定的な水準（40％以下）に保つこととする「サステイナビリティ・ルール」

といった財政ルールが導入され財政健全化が推進された27。 

 

●マクロ経済環境 

 こうした改革により、英国の生産物市場、労働市場は、相当に柔軟なものとなって

きた。実際、第１節（第 2-1-7 図）でみた指標では、英国の生産物市場規制は先進国

の中でも最も緩やかな部類に属し、労働市場もかなり柔軟であり、ＩＴ投資も活発で

あることが分かる。貿易や対内投資の障壁も低いとされている。また、英国の生産性

パフォーマンスは、アメリカを除く主要国の中では相対的に良好（例えば第 2-1-2 図）

であり、特に近年においては、サービス産業の生産性パフォーマンスが良好（第 2-1-3

図、第 2-1-4 図）であることは第１節でみた通りである。とりわけ、金融産業につい

ては、80年代後半の金融ビッグバンにより、金融のグローバリゼーションに積極的に

適応してニューヨークと並ぶ世界の金融センターとしての地位を確かなものとし、90

年代以降良好な生産性パフォーマンスを示してきている。 

しかし、こうした改革の成果が顕在化するには、マクロ経済環境の安定化が非常に

重要であったと考えられる。第 2-2-3 図をみると、90年代の前半を境に、それまでは、

経済成長率、失業率、物価上昇率等でみて大きな循環的変動がみられたが、それ以降

は循環的な動きはある28ものの、安定的な成長が続く中で、失業率、物価上昇率も低

下してきたことがみてとれる29。 

                                                 
27 ＢＯＥの独立性等については、『世界経済の潮流 2006 年春』を参照。財政ルールや、こうしたルールに基づき
90年代末には財政黒字が達成されたものの、その後はブレア政権の重視する教育、医療、社会保障等の分野の歳出

増などにより、ＥＵの安定成長協定に定めるＧＤＰ比３％を越える財政赤字に陥ることもあったことなどについて

は、『世界経済の潮流 2006 年秋』を参照。 
28 サッチャー政権発足当初は、第二次石油危機で急上昇したインフレを抑制するために引締め的な金融運営が行わ
れ、80年代半ばには物価上昇率は５％前後まで低下したものの、経済は停滞し 80年代の最初の２年間はマイナス

成長となり、失業率も 10％前後まで上昇した。また、80年代末においても、景気過熱を受けて金融政策が再び引

締め的に運営され、90年代の初頭には経済は停滞し 91年は再びマイナス成長となるとともに、失業率も再び上昇

した。しかし、90年に英国がポンドをドイツマルクに連動させる為替レート・メカニズム（ＥＲＭ）に参加し、ポ

ンド相場を維持する必要があったこともあり、金融政策はなお引締め的に運営された。いわゆる欧州通貨危機によ

り 92年 9月にＥＲＭ離脱を余儀なくされた後は金融政策は緩和され（ＥＲＭ離脱直前まで 9.875％であった政策金

利は、93年 1月には５％台まで引き下げられた。）、一方でＥＲＭに代わる金融政策のアンカーとして、92年 10月

にインフレ目標が導入された。 
29
 92、93年以降は、マクロ的な景気循環の振れは抑制され、安定的な成長が継続しており、四半期ベースで実質

ＧＤＰの推移をみると、92年７～９月期以降 14年以上連続してプラス成長が続いている。 
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第2-2-3図　英国のマクロ経済指標の推移

（備考）1．英国統計局、ＩＭＦ“International Financial Statistics”、ＯＥＣＤ“Economic Outlook Database”より作成。
　　　　2．物価上昇率は住宅ローン金利を除く小売物価（ＲＰＩＸ：Retail Price Index excluding Mortgage Interest Payments）
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そこで、92～93年を境に、マクロ経済指標と生産性等について整理してみると（第

2-2-4 表）、92～93年以降の期間では、物価、失業率が明確に低下するとともに成長は

加速している。また、いずれの指標についても、振れ（標準偏差）は縮小する方向に

あり、マクロ経済環境が安定化したことが確認できる。それぞれの期間について労働

時間当たりの生産性をみると、日欧の生産性上昇率が減速している中で、英国の生産

性上昇率は、90年代前半以降の期間においてむしろやや加速しており、92年以降の期

間では主要国の中でも良好なものとなっている。さらに、92～93年頃を境にマクロ経

済環境が好転して失業が減少し就業者数が増加したことから、人口一人当たりのＧＤ

Ｐでみると、92年以降の期間では英国の一人当たりＧＤＰの成長率が最も高いものと

なっており、英国の経済パフォーマンスの良好さがより明瞭にみてとれる。 



 

98－06年

単純平均 6.9 2.5 2.4

標準偏差 3.8 0.4 0.4

単純平均 9.6 6.5 5.3

標準偏差 1.8 1.8 0.5

単純平均 1.8 2.9 2.8

標準偏差 3.3 1.1 1.1

（備考）1．英国統計局より作成。

　　　　2．データの制約上、物価上昇率は76年１月から、失業率は71年２月からの データを用いた。

        3．物価上昇率は住宅ローン金利を除く小売物価（ＲＰＩＸ：Retail Price Index excluding Mortgage
                     Interest Payments)

（年率、％）

79－92年 92－05年

英国 2.0 2.2

ドイツ 2.4 1.8

フランス 2.9 1.8

ＥＵ11 2.3 1.7

アメリカ 1.5 1.9

日本 3.1 2.2

（備考）ＯＥＣＤ“Productivity Database”より作成。

（年率、％）

79－92年 92－05年

英国 1.6 2.5

ドイツ 2.2 1.1

フランス 1.8 1.4

ＥＵ11 2.3 1.7

アメリカ 1.7 2.1

日本 3.0 1.0

（備考）ＯＥＣＤ“Productivity Database”より作成。
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第2-2-4表　英国のマクロ経済指標と生産性等上昇率

（１）物価、失業率、ＧＤＰ成長率の推移

（四半期）
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（月次）
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 また、西ヨーロッパの平均的な水準（図の西ヨーロッパ 11か国）を 100 としてみる

と（第 2-2-5 図）、英国は、時間当たりＧＤＰではなお西ヨーロッパの中でも相対的に

低い水準にあるものの、失業率の低下もあり労働参加率が上昇していることから、一

人当たりＧＤＰでは、西ヨーロッパの平均的な水準や、ドイツ、フランスを上回る水

準にある。 
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第2-2-5図　ヨーロッパ各国の労働生産性等
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（備考） 1．ＯＥＣＤ“Productivity Database”より作成。
　　　   2．「西ヨーロッパ11か国」は、ＥＵ加盟国のうち、オーストリア、ギリシャ、ルクセンブルク、ポルトガル及び04年５月以降加盟した
　　　　　　国を除いた、比較的長期にわたってデータの取得ができる11か国を一つの地域としてとらえたもの。11か国の単純平均ではない。

(2) 一人当たりＧＤＰの推移（西ヨーロッパ11か国=100）

（1）時間当たり労働生産性の推移（西ヨーロッパ11か国=100）

 

 

 



このように、サッチャー改革は 80年代に相当に集中的に行われているが、生産性や

豊かさ（一人当たりのＧＤＰ）の面で英国の改革の成果が明確化してくるのはむしろ

90年代である。この時間的なずれについては、サッチャリズムのようなサプライサイ

ド改革の成果が結実するにはある程度時間を要する面もあったと思われるが、90年代

の前半を転機にマクロ経済環境が安定化し、インフレ率が低下するとともに景気の振

れが平準化され、失業率が低下し雇用が増加したことが重要な条件となっていたこと

がうかがわれる。 

生産性向上や経済成長の重要な起動力は経済主体の物的・人的な投資であるが、高

いインフレや大幅な景気変動が想定され、あるいは期待成長率が低い場合には、経済

主体が投資に積極的になりにくいと考えられる。さらに、国の豊かさに直結する一人

当たりのＧＤＰについては、時間当たりの生産性を向上させるとともに就業者を増加

させることが重要である。こうしたことから、景気循環を平準化し物価水準を安定さ

せることが、生産性の向上、成長力の強化に非常に重要と考えられる。 

 

２．フィンランド：経済危機への迅速な対応、改革の継続、教育・研究開発重視 

 

 フィンランドについては、90年代の経済危機以降に焦点を当ててみてみよう。 

 

●90年代前半の経済危機 

 フィンランドは、戦後、農業国から順調な工業化を続け、高度成長を遂げるととも

に、北ヨーロッパ型の福祉国家として社会保障制度を発達させてきた。しかし、90年

代前半には、経済成長率が３年連続でマイナスとなる経済危機に直面した（第 2-2-6

図）。これは、80 年代末に金融・不動産バブルが崩壊30したことに加え、91 年のソ連

崩壊とその後の旧ソ連・東ヨーロッパ地域の経済混乱からこれら地域向けの輸出が急

減したことによる。例えば、ソ連向けの輸出は、86年には、フィンランドの輸出の 20％

を占めていたが、92 年には３％に低下している。この結果 80 年代は５％前後で安定

していた失業率も 10％台後半まで急上昇した。また、89年にはＧＤＰ比 6.8％の財政

黒字を計上するなど非常に健全であった財政状況も、失業給付等の歳出の急増や税収

の急減により急激に悪化し、93年には同 7.2％の赤字を計上するに至った。 

 

                                                 
30 例えば、住宅価格は、87年から 89年にかけて 80％近く上昇した後、93年にかけて 40％以上下落した。 



第2-2-6図　フィンランド経済の概況（1981～2005年）

（１）実質ＧＤＰ成長率、失業率、財政収支の推移
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（備考）1．データストリームより作成。
　　　　2．短期金利は３か月物、長期金利は10年国債。

 

●経済危機への対応―迅速な不良債権処理 

 フィンランドは、経済危機以降、財政が急激に悪化したこともあり、広範な対応・

改革を実施した。フィンランドの対応で特徴的なことは、第一に、経済危機の主因と

なった金融システムリスクへの対応を比較的短期間に行ったこと、第二に、社会保障

給付の削減、民営化、規制緩和等の広範な分野での改革・対応を継続的に実施したこ



と、第三に、そうした中でも将来への投資としての研究開発と教育については重視し

てきたことである。そして第四に、マクロ経済環境の安定化も図られた。 

 まず、経済危機に際しては不良債権処理が早期に行われた。金融、不動産バブルの

崩壊により、不動産関連融資等で不良債権が急増し不良債権比率は一時 13％に達した

が、全ての銀行に対する予防的な公的資金の注入や、41の貯蓄銀行の合併、公的資産

管理会社による不良債権の一括買取り等が短期間に行われた。これらに注入された公

的資金の総額はＧＤＰ比 11％に上るなど相当なコストも生じたが、景気の回復もあり、

金融危機は約４年で克服された31。 

 

●包括的な対応 

 労働市場や社会保障制度の面の対応では、経済危機後の財政負担抑制の観点からの

給付抑制のための制度改正が中心となった。これらは、財政面での効果も大きかった

が32、労働市場の規制緩和や税制改革等とあいまって、労働市場の柔軟性を強め、就

労を促進する効果も大きかったと考えられる（以下第 2-2-7 表を参照。）。まず、労働

市場33の面では、失業給付の受給要件の厳格化や賃金スライドから物価スライドへの

移行等が行われるとともに、労働市場の規制の面では、労働者派遣事業や民営職業紹

介の自由化が行われた。また、一方で就業を促進する観点から職業訓練等の積極的雇

用政策も強化された。年金については、94年以降累次にわたって早期退職者の年金受

給年齢が引き上げられ、年金や失業給付の物価スライドへの移行等により、こうした

社会保障給付の抑制が進められた。 

規制改革等の面では、電気通信分野の規制緩和が 80年代半ばより開始されていたが、

経済危機後は、近距離電話・長距離電話・国際電話の各セクターでも参入が自由化さ

れた。また、電力、郵便（信書便）、バス交通等の自由化も進められた。このほか、地

方自治体が、公共サービスを民間委託することを可能にするなどの公的部門の改革も

進められた。  

 

                                                 
31 フィンランドの不良債権処理については、『世界経済の潮流 2003 年春』を参照。 
32 その後景気回復による失業率の低下もあって、社会保障歳出は、93年のＧＤＰ比23.7％から01年には、同15.9％
まで低下し、経済危機以降の財政再建に最も大きな寄与をした。 
33 なお、経済危機に際して 94年には緊急避難措置として例外的に賃金交渉が凍結された。 



●労働市場の規制緩和 　・早期退職者の個人年金受給年齢の段階的引上げ

　・派遣会社及び民営職業紹介サービスにおける規制 　　（55歳→60歳、05年には1944年生まれ以降について

　　撤廃（94年） 　　撤廃）（94、00、05年）

●失業給付 　・年金額の計算のベース期間の拡大

　・給付要件厳格化  　 （退職前４年→退職前10年→就労期間全体）

　　－求職または訓練を受けることなどを、17-24歳の 　　（96、05年）

　　  給付条件に（96年）

　　－失業前26週就労→43週（97年） 　・雇用年金給付額の計算に当たり、賃金スライドの寄与

　・失業給付を賃金スライドから物価スライドへ（98年） 　　を減らし（50％→20％）、物価スライドの寄与を拡大

　・失業給付における所得比例部分の増加（42％→45％） 　　（50％→80％）（96年）

　　（02年）

　・早期退職者への年金給付を削減（96年）

●労働市場活性化（積極的雇用政策） （＊）

　・「高齢就業者全国プログラム（ＦＩＮＰＡＷ）」 　・失業年金を受給している間は、失業年金の加算を停止

    開始（98年） 　　（00年）

　・「ＶＥＴＯ」プログラム開始（03年）

　・「ＮＯＳＴＥ」プログラム開始（03年） 　・年金負担の対象年齢引下げ（23歳以上→18歳以上）

　　（05年）

●税制改革

　・限界所得税率の引下げ（２％ポイント、1.5％

　  ポイント）（96年、00年）

　・勤労所得税額控除の拡大（00年）

●電気通信市場 　・「民営化プログラム」開始（92年）

　・電気通信事業自由化（80年代半ば～）

　・近距離部門、長距離電話・国際電話部門の参入 　・地方自治体が、社会保障・ヘルスケア・基礎教育等の

    自由化（94年） 　　全ての公共サービスを民間サービス供給者から購入

　　することを可能に（93年）

●電力市場

　・電力市場の競争促進（95、98年） 　・「フィンランド公的管理評価プログラム」開始

　 （電力使用者が電力会社を選択することを段階的に 　　（94年）

    可能に） 　・コスト意識と効率性の向上のために、地方政府の

　・送電会社「Fingrid」設立（97年） 　　会計・決算システムを改革（98年）

　・ノルウェーの電力市場と統合

　・国道管理機関を、道路建設の計画や契約を行う政府

●郵便市場 　　機関（フィンランド道路管理）と道路建設や整備を

　・郵便事業の独占を廃止（91年） 　　行う地方の機関（フィンランド道路事業）に分離

　　（01年）

●バス市場

　・運賃規制撤廃（92年） ●民営化の例

　・参入規制緩和（定期輸送においては、参入免許及び 　・郵政事業を企業化（94年）

　　時刻表の許可が必要）（94年）

（備考）1．各種資料より作成。

　　　  2．労働市場活性化（積極的雇用政策）については、第１章参照。

第2-2-7表　フィンランドの改革

労働市場改革 年金改革

規制改革 公的部門改革

 

 

●研究開発と教育の重視 

 フィンランドは、従前より研究開発や教育に注力してきたが、経済危機やそれ以降

もこうした分野は引き続き重視された。特に、経済再生の観点からもＩＴ部門が戦略



的な産業部門として位置づけられ、ＣＯＥプログラムによる産学官の連携による産業

クラスターの育成が進められるなどの振興策が推進された。研究開発費の推移をみて

も、政府負担の研究開発費は、経済危機の時期においてもＧＤＰ比では増加しており、

その後は、特にノキア等のＩＴ企業の成功もあって民間負担の研究費が 90年代後半に

大幅に増加したため、最近時点では、ＧＤＰ比でみる限り先進各国の中でも最高水準

にあり、フィンランドの経済成長・生産性の向上の大きな要因となっていると考えら

れる（第 2-2-8 図）。なお、日本は、研究開発費のＧＤＰ比では、同図にみるようにフ

ィンランドに次ぐ位置にあり、これがこれまでの我が国の生産性、競争力を支える重

要な要因の一つとなってきたと考えられるが、研究開発の質等の面で一層の向上の必

要性が指摘されてきていることには留意すべきであろう34。 

 

 

第2-2-8図　研究開発費（ＧＤＰ比）の推移

（1）フィンランド（負担別の推移）
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34
 もとより、研究開発活動の「質」をどのように評価するかという極めて困難な問題を伴う。例えば、文部科学省

『平成 18年版 科学技術白書』は、研究開発の一部である学術研究に関して、「論文の質を表す指標の一つ」であ

る「被引用回数」を１論文当たりの平均でみると、04年で、アメリカの 1.51 をはじめ英国、ドイツ、カナダ、フ

ランスの各国が 1.1台から 1.4台であるのに対して、日本では 0.92 となっていることを指摘している。日本学術

会議（2005）は、第２期科学技術基本計画で重点化の対象とされたライフサイエンス等４分野について、研究費、

研究者等国が投入した資源と、論文の出版数等達成された成果を比較して、「大雑把に言えば、・・・我が国はアメ

リカの約半分の資源を投入しながら、アメリカの４分の１程度の成果しか上げていない。主要ヨーロッパ諸国の約

２倍の資源を投入しながら、成果は 1.2 倍程度でしかない」と指摘している。また、経済の専門家の側からは、例

えば、Jones et al (2006) が、研究・教育活動における競争性の強化や、経済政策と科学技術政策の関連性を強める
ことなどにより、日本の技術革新の効率を高めていく必要性を指摘している。 



（2) 主要国の推移（ＧＤＰ比）
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（備考）1．ＯＥＣＤ“Main Science and Technology Indicators”より作成。
        2．フィンランドの82年、英国の82、84年のデータは存在しない。また、フィンランド
           の84～86、 88、90、92、94、96、05年のデータは総額のみ。

（3）各国比較（負担別、04年）
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 教育水準が高いこともフィンランドの重要な特色である。その背景としては、学校

や教師の自由度が高いことや、教育機会の均等に配慮されていることなどが挙げられ

ている。特に、近年においては、ＯＥＣＤ調査では中等教育の水準は、各分野で世界

最高水準とされている（第 2-2-9 表）。また、高等教育については、就学率も高く（第

2-2-10 図）、教育の質についても、例えば、世界経済フォーラムが、教育システムの

質で世界１位、数学や科学の教育の質について世界２位、高等教育全体でも世界１位

と評価するなど、高い評価がされている35。 

                                                 
35 世界経済フォーラム（2006）『2006-2007 年世界競争力指標』による。なお、同指標では、日本の高等教育は、
世界 15位と評価されている。一方、アメリカは５位、英国は 11位と評価されている。 



順位 数学的リテラシー 得点 読解力 得点 科学的リテラシー 得点 問題解決能力 得点

1 香港 550 フィンランド 543 フィンランド 548 韓国 550

2 フィンランド 544 韓国 534 日本 548 香港 548

3 韓国 542 カナダ 528 香港 539 フィンランド 548

4 オランダ 538 オーストラリア 525 韓国 538 日本 547

5 リヒテンシュタイン 536 リヒテンシュタイン 525 リヒテンシュタイン 525 ニュージーランド 533

日本（6） 534 アイルランド（7） 515 フランス（13） 511 フランス（13） 519

フランス（16） 511 日本（14） 498 アイルランド（16） 505 ドイツ（16） 513

ドイツ（19） 503 フランス（17） 496 ドイツ（18） 502 アイルランド（21） 498

アイルランド（20） 503 アメリカ（18） 495 アメリカ（22） 491 アメリカ（29） 477

アメリカ（28） 483 ドイツ（21） 491 - - - -

OECD平均 500 OECD平均 494 OECD平均 500 OECD平均 500

（備考）1．ＯＥＣＤ“Learning for Tomorrow's World”、“Problem Solving for Tomorrow's World”より作成。
        2．ＰＩＳＡ調査は、義務教育終了段階の15歳児を対象に学習到達度を調査するものである。
　　　　3．2003年調査には41か国・地域が参加したが、国際基準を満たしていないという理由から、イギリスが分析から
　　　　　 除外されている。
        4．表の（　）は順位。

第2-2-9表　ＯＥＣＤ ＰＩＳＡ2003による教育水準の国際比較（上位５か国及び主要国）

 

 

    （備考）1．ＯＥＣＤ“Education at Glance 2006”による。
　　　　　　2．高等教育のうち、大学型高等教育(学部・修士課程レベル）の卒業率（標準的な卒業

　　　　　　 年齢人口に占める比率）。

　　　    　3．フィンランド、デンマーク、フランスのみ03年との比較。
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第2-2-10図　高等教育卒業者の比率

 

 

●マクロ経済環境の安定 

 マクロ経済政策の面でも、経済危機以降は、90年代の世界的なＩＴ景気を背景とし

た高成長や 2000 年代初頭の低成長等の景気循環はあるものの非常に大きな変動は回

避されてきている（前掲第 2-2-6 図）。そうした中で、物価は基本的には安定的に推移



しており、金利水準も 90年代後半以降は振れが小さくなってきている。また、経済危

機への対応のため社会保障支出等の歳出削減が進められたことなどから、98年以降は

一般政府の財政収支は黒字で推移している。なお、02年にはユーロ圏に参加し、金融

政策は欧州中央銀行（ＥＣＢ）に一元化された。 

 

●一人当たりＧＤＰでは西ヨーロッパの平均水準を凌駕 

 以上を踏まえて、経済的なパフォーマンスとして生産性等についてみると、経済危

機時には急激に低下したもののその後は速い回復・上昇を遂げ（前掲第 2-2-5 図）、一

人当たりＧＤＰでは 03年には西ヨーロッパの平均的な水準（図の西ヨーロッパ 11か

国）を上回る水準に達し、その後もその差を若干ながら広げている。フィンランドが

経済危機を乗り越え、その後急速に生産性を向上させることができたのは、フィンラ

ンド経済で大きなウェイトを占めるノキア等のＩＴ企業が、経済のグローバリゼーシ

ョンの中で、ヨーロッパのみならず世界的なＩＴ機器生産の拠点として成功してきた

面が非常に大きいが、その背景としては、経済危機の時期とそれ以降、既に述べたよ

うな広範な対応・改革を継続的に実施してきたことにより、こうした企業活動の環境

整備が図られてきた面が大きかったと考えられる。 

 

●サービス産業の生産性向上等が課題 

実際、産業別の生産性（前掲第 2-1-3 図）や、経済全体の労働生産性への各産業の

寄与(第 2-2-11 図)をみてみると、フィンランドの生産性の上昇はＩＴ関係と製造業中

心であり、世界的なＩＴ化の波に乗って高成長を遂げてきたことがみてとれる。 

しかし、その一方で、アメリカ、英国とは異なりサービス産業分野での生産性上昇

率はむしろ低下しており、アメリカの「第二の波」のようにＩＴ利用産業での生産性

向上を実現することが課題となってきている。生産性をリードしてきた電気機械等の

ＩＴ生産部門についても、低賃金国へのアウトソーシングが今後の生産性に対して与

える影響を懸念する指摘36もある。前掲第 2-1-7 図にみるように、生産物市場の規制

についてはなお緩和の余地も相当にあると考えられるところであり、今後、経済全体

の生産性を更に上昇させていくためには、規制緩和等による競争促進によりＩＴ利用

産業や産業全体を活性化していくことが課題となろう。 

 

                                                 
36 例えば、van Ark et al（2007） 



第2-2-11図  フィンランドの労働生産性上昇率に対する各産業の寄与

（備考）1．ＥＵ“ＫＬＥＭＳ データベース”より作成。
　　　　2．各期間におけるそれぞれの産業の最初の年の付加価値ウエイトを用いた。
　　　　3．産業間で労働移動が生じること、連鎖指数を用いていることにより、各産業の寄与の合計は、
        　 経済全体の労働生産性上昇率と一致しない。
　　　  4．産業分類については、第2-1-3図、第2-1-4図を参照。また、非市場サービスは行政、教育、
　　　　　 医療等。その他は鉱業・採掘業、電気・ガス・水道業、建設業、農業等。
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さらに、高い経済成長にもかかわらず失業率が高止まりしていることへの対応も重

要な政策課題である。この背景としては、これまでの労働市場の改革にもかかわらず、

労働市場の柔軟性が西ヨーロッパの大陸諸国並みに低いことが挙げられる（前掲第

2-1-7図参照）。特に、「税のくさび」が先進国の中でもなお有数の高さにあること（第

1章付図1-3参照）や、社会保障給付・負担についても失業した場合の税負担等を考慮

した実質的な給付が50代の早期退職者や長期失業者については先進国の中でもかなり

手厚い水準にあり、労働インセンティブの阻害要因となっていることなどが問題とし

て指摘されてきている。今後も高い成長力を維持していくためにはこうした分野での

さらなる対応も必要であろう37。 

 

 

                                                 
37 ＯＥＣＤ（2007）、ＯＥＣＤ（2006） “Economic Surveys Finland 2006”等を参照。 



３．アイルランド：外資主導の高い成長と生産性の向上 

 

 アイルランドは、80年代までは、ヨーロッパの病人とも言われ、西ヨーロッパ諸国

の中では生活水準が最も低い国の一つであり、70年代、80年代は、インフレと高い

失業、大幅な財政赤字と経済財政政策上の困難に直面し続けてきた（第 2-2-12 図）。

しかし、90 年代半ば以降は非常に高い成長（特に、95 年から 2000 年の６年間の平

均では 9.7％）を遂げ、近年では「ケルトの虎」とも呼ばれている。豊かさの指標と

しての一人当たりＧＤＰでみても（前掲第 2-1-2 図）、90年には、アメリカの 56.0％

（西ヨーロッパ（同図の西ヨーロッパ 11 か国）の 76.9％）に過ぎなかったが、05

年にはアメリカの 93.4％（西ヨーロッパの 128.8％）に達した。また、時間当たり

の労働生産性では、近年はアメリカの水準を上回って推移している。 

第2-2-12図　アイルランド経済の概況（1971～2005年）

実質ＧＤＰ成長率、雇用者数、失業率、物価上昇率、財政収支の推移
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（備考）ＯＥＣＤ“Economic Outlook Database”より作成。
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●外資に魅力的な投資環境 

 このようにアイルランドの経済成長、生産性の上昇率は、先進国の中でも際立って

おり、「アイルランドの奇跡」とも呼ばれている。その要因は多数挙げられてきてい

るが、こうしたアイルランドの高成長・生産性上昇の大きな原動力となったのは、

欧州統合の波に乗り、外国資本による直接投資、特にアメリカ系企業のヨーロッパ

向けＩＴ生産拠点としてアイルランドへの投資が活発化したことである。この背景

としては、欧州統合の深化等の外的条件に加え、アイルランド政府が企業活動の自



由度の拡大等により、外資が進出しやすい環境を積極的に整備してきたことが重要

である（第 2-2-13 表）。まず、73 年のＥＵ参加とその後の欧州統合の深化は、アメ

リカ等の外資にとっては、（当時は）ヨーロッパの中では相対的に低賃金でかつ英語

圏に属するアイルランドのヨーロッパへの供給拠点としての魅力を大きく増大させ

るものであった。また、通信事業等で規制緩和が進み、生産物市場の規制が相対的

に緩く、労働市場も柔軟なものとなっていったことも、外資系企業の自由で機動的

な企業活動を保証するものであり、大きな効果があったと考えられる（前掲第2-1-7

図の生産物市場の規制や労働市場の柔軟性指標も参照）。 

また、出生率が高く、移民の流入も多いため、ヨーロッパで最も人口構成の若い

国であり、労働供給が潤沢であったことは、87 年に締結された政労使のソーシャル

パートナーシップの締結等により賃金の過度な上昇を抑制してきたこととあいまっ

て、外資にとって進出しやすい条件となっていたと考えられる。労働供給の面では、

経済成長に伴い人材育成にも配慮され教育水準も向上し、大学等で電子工学や経営

等を重視38してきたことも外資にとって魅力的であったといわれている。外資に対す

る 10％の優遇法人税率39も、外資が進出しやすい環境整備の面では効果があったとさ

れている。そのほか、社会協約と同じ 87年に開始された医療支出等の歳出削減中心

の財政赤字削減も、投資環境に好ましい影響を与えた面があったとされており、物

価変動を見ても２回の石油危機により 70 年代には物価が高騰したものの 80 年代後

半以降は、振れはあるものの安定的に推移してきた。69 年に設立された産業開発庁

（ＩＤＡ）による包括的な外資導入のための情報提供や補助金交付の支援も効果が

あったとの指摘もある。 

政　権 欧州統合 税　　制 その他の外資導入策 その他 備　　考

ホーヒー（共）
（79年12月～81年６月）

（73年にＥＣ(現ＥＵ)加盟） ・国内で製造した製品の取引収入
への法人税を10％に軽減
（80年）

（69年に産業開発庁(ＩＤＡ)設
立）

フィッツジェラルド（統）
（81年６月～82年３月）

ホーヒー（共）
（82年３月～82年12月）

フィッツジェラルド（統）
（82年12月～87年３月）

※貿易収支が黒字となる（85年）

ホーヒー（共）
（87年３月～92年２月）

・ＩＦＳＣ内企業の法人税を10％
に軽減（87年）
・製造業の輸出販売優遇税制措置
の廃止（90年）

・国際金融サービスセンター
(ＩＦＳＣ)の開設（87年）

・労・使・政府間における社会協約
（ソーシャル・パートナーシップ）の
締結（87年～現在）

・アメリカ半導体企業インテ
ルが進出（89年）（以後、ア
メリカ企業を中心に外資が拡
大）

レイノルズ（共）
（92年２月～94年12月）

・マーストリヒト条約締結（92
年）

・ＩＤＡが製造業、国際サービ
ス業を中心に外資導入を促進
（94年）

　

ブルートン（統）
（94年12月～97年６月）

・ＷＴＯ加盟（95年）
・大学授業料の国家負担の実施（96
年）

・アメリカハイテク企業ＩＢ
Ｍが進出（96年）

アハーン（共）
（97年６月～現在）

・ユーロ導入（99年）
・東ヨーロッパ10か国がＥＵ加盟
(04年)

・研究開発費に対する税額控除措
置を導入（04年）
・資本税の廃止（05年）

・ヨーロッパ、アメリカとの間
の大容量通信回線の確保（99
年）

・通信市場の完全自由化（98年）
・国営電話会社テレコム・エランの民
営化（99年）
・電力市場の自由化（2000年）
・電子商取引法が成立（2000年）

・アメリカハイテク企業ゼ
ロックスが進出（98年）
※１人当たり消費支出がＥＵ
平均値に達する（00年）
※失業率が５％を下回る（00
年～現在）

第2-2-13表　アイルランド：企業活動の自由度拡大等外資導入の環境整備

（備考）1．在日アイルランド大使館、アイルランド産業開発庁ホームページ、各種資料より作成。

　　　　3．表中、「（共）」は共和党、「（統）」は統一アイルランド党の略。
　　　　2．法人税については、優遇税制措置が原則廃止（03年）されており、現在は内外資ともに12.5％の一般税率が適用されている。

 

                                                 
38 05 年度では、大卒者の 57％が、電子工学、機械工学、経営、科学系の学科を専攻した（ＩＤＡ（2006））。 
39 なお、03年には外資に対する優遇税率は廃止され、内外資問わず 12.5％の統一税率とされた。 



●外資主導・製造業中心の経済成長・生産性上昇 

 こうした外資導入に有利な環境を反映して、同国における外資の存在は非常に大き

い。対内直接投資残高のＧＤＰ比をみると（第 2-2-14 図）、アイルランドでは 140％

近くに及んでいる。国の規模が小さいほど対内投資のＧＤＰ比は高くなる傾向が弱

いながらもみられるが、アイルランドにおける外資の存在は、国の大きさを考慮し

ても非常に大きいことが分かる。一方、日本では、国の規模が大きいことを考慮し

ても対内直接投資が少ないことが分かる。 

 

（備考）1．ＯＥＣＤ“Foreign Direct Investment Statistics database”、“National Accounts database”より作成。
 　　　 2．主要先進国23か国のデータ。05年以外のデータの国は以下のとおり。

         　　03年：アイルランド、韓国、ノルウェー

         　　04年：デンマーク、ドイツ、メキシコ

 　　　 3．回帰直線式は以下のとおり。なお、自由度修正済み決定係数は「0.05467」。

             y＝－6.0588x＋72.708 （ｙ：対内直接投資、ｘ：名目GDP額、（　）内はt値。） 

               （-1.5074）（2.7860）

第2-2-14図　対内直接投資残高のＧＤＰ比率（2005年）　
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 雇用や売上の面でも外資のシェアは非常に高く、製造業の雇用の半分近く、売上の

８割以上が外資によるものである（第 2-2-15 図）。また、外資系企業の生産性は製造

業では国内企業の４倍以上に達し、アイルランドのリーディング産業である、ソフト

ウェア、医薬品、コンピュータ、電子機器では外資系企業の生産高がほぼ 100％に近



く、これらの産業の雇用はアイルランドの雇用の５％以下であるにもかかわらず粗付

加価値の３分の１近くを産み出している40。 

 

（備考）1．ＯＥＣＤ“ Country statistical profiles 2006 database”より作成。
　　　　2．カナダ、日本については「雇用」のデータが無く、オーストラリアは「売上高」のデータが
　 　　　　無いため記載していない。
　　　  3．02年以外のデータの国は以下のとおり。
             00年：ルクセンブルグ、オーストラリア
             01年：オーストリア、トルコ
             03年：ハンガリー、ベルギー、カナダ、チェコ、ポーランド、英国、フランス、ドイツ

第2-2-15図　製造業における雇用と売上に対する外資系企業のシェア（2002年）　　
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 ただし、この点は、裏を返せば一部の外資系企業と比較して国内企業の生産性が低

いということでもあり、留意が必要である。また、対内直接投資の収益の相当部分が

投資元の国へ還流しているため、アイルランドの国民総生産（ＧＮＰ）は国内総生産

（ＧＤＰ）より 15.7％小さなものとなっており（05年）、国民の豊かさとして一人当

たりのＧＮＰを取ればＧＤＰでみた場合よりそれだけ小さなものとなることには留意

                                                 
40 ＯＥＣＤ（2006）, “Economic Surveys Ireland 2006” による。 



すべきであろう。また、フィンランドと同様に、製造業中心の生産性上昇であったた

め（第 2-2-16 図）、非製造業の生産性向上が課題となっている。アイルランドのサー

ビス業の生産性は、03年でＥＵ平均の 87.7％にとどまっており、サービス業の生産性

向上が必要との指摘もされている41。 

 

第2-2-16図  アイルランドの労働生産性上昇率に対する各産業の寄与

（備考）1．ＥＵ“ＫＬＥＭＳ データベース”より作成。
　　　　2．各期間におけるそれぞれの産業の最初の年の付加価値ウエイトを用いた。
　　　　3．産業間で労働移動が生じること、連鎖指数を用いていることにより、各産業の寄与の合計は、
         　経済全体の労働生産性上昇率と一致しない。
　　　　4．産業分類については、第2-1-3図、第2-1-4図を参照。また、非市場サービスは行政、教育、
　　　　 　医療等。その他は鉱業・採掘業、電気・ガス・水道業、建設業、農業等。
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４．まとめ：総合的・戦略的な対応の重要性 

以上みてきたように、生産性の向上に成功している各国の経験はかなり多様であ

るが、相当程度に共通している要因が少なくない。すなわち、生産物市場の規制改

革、柔軟な労働市場、研究開発投資や教育等の人的投資、そして良好なマクロ経済

環境等である。これまでみてきた英国、フィンランド、アイルランドの３か国は、

それぞれ方法や力点は異なるものの非常に広範な分野で経済の構造改革を総合的に

進め、ＩＴ化とグローバリゼーションに積極的に対応することにより生産性の向上、

                                                 
41 Farrell et al (2007) による。 



成長力の強化に成功した例といえるだろう。一方で、ヨーロッパ主要国を始め、90

年代後半以降のアメリカ等との生産性格差の拡大に危機意識を持っている国も少な

くない。こうした問題意識の現われとして、例えばＥＵでも、総合的な成長戦略と

して「リスボン戦略」が策定され、研究開発投資の促進、雇用の増大、経済改革の

推進等について、具体的な数値目標も設定して成長力促進に向けた政策が展開され

ている（コラム参照）。 

 

コラム：ＥＵでの生産性向上と成長促進に向けた取組（リスボン戦略） 

 

 2000 年３月にリスボンで開催した欧州理事会（首脳会議）で採択された「リスボン

戦略」は、ＩＴ革命に乗って成長力を高めたアメリカを意識して、2010 年までの 10

年間に、「世界で最も競争力がありかつダイナミックな知識基盤型経済になる」こと

を目標にしている。戦略の中では、雇用、研究開発・情報通信技術・教育、経済改

革、社会的結束強化、環境・持続可能な開発といった政策領域で具体的な達成目標

と期限を設定しており、特に生産性の向上を重視して、2010 年までに、(1）研究開

発投資のＧＤＰ比を３％に引き上げる、(2)研究開発投資拡大の３分の２を民間セク

ターが担う、(3)若年層の後期中等教育42修了者比率を 85％に引き上げる、といった

目標が設定された（表参照）。 

 しかし、2000 年代初頭におけるＩＴバブルの崩壊による景気後退等もあって、進捗

状況ははかばかしくなく、中間年の 05年には戦略の全面的な見直しが実施された。

これにより、焦点を成長促進と雇用増の２点に絞り、また、国別の改革プログラム

を３年毎に策定し、ＰＤＣＡサイクルに順じた方式により毎年レビューを行うこと

となった。今後の戦略の進捗や効果が注視されるところである。 

 

                                                 
42 日本の高校に相当。 



リスボン戦略の主な達成目標と進捗状況

ＥＵ15か国 ＥＵ25か国 ＥＵ15か国 ＥＵ25か国

○研究開発投資
(ＧＤＰ比）

3.00% 1.91％(05年） 1.85％(05年） 1.92％(00年） 1.87％(00年）

○研究開発投資に
占める民間投資比
率

３分の２
（約67％）

55.2％（04年) 54.9％（04年） 55.5％(00年） 55.2％（00年）

○後期中等教育修
了者比率
(20～24歳）

85% 74.6％(05年） 77.5％(05年） 73.7％（00年） 76.6％(00年）

○ＥＵ域内市場関
係指令の加盟各国
法令への導入比率

＊98.5％ 97.0％(04年） 96.3％(04年） － －

○消費者への電力
市場開放

**100％ 90.0％（04年） 87.0％(04年） － －

○消費者へのガス
市場開放

**100％ 94.0％(04年） 88.0％(04年） － －

○国際エネルギー
取引（国際取引可
能量／自国生産可
能量）

**10％ － － － －

○就業率
(15～64歳）

70% 66.0％（06年） 64.7％(06年） 63.4％(00年） 62.4％(00年）

○女性就業率
(15～64歳）

60% 58.4％（06年） 57.3％(06年） 54.1％（00年） 53.6％(00年）

○高齢者就業率
(55～64歳）

50% 45.3％（06年） 43.6％（06年） 37.8％（00年） 36.6％(00年）

○退職平均年齢 ５歳引上げ 61.1歳(05年） 60.9歳(05年） 60.3歳(01年） 59.9歳(01年）

○生涯学習参加比
率
(25～64歳）

12.50% 11.2％（05年） 10.2％(05年） 8.0％(00年） 7.5％(00年）

○初等・前期中等
教育未修人口比率
(18～24歳）

10.0％以下 17.0％(06年） 15.1％(06年） 19.5％(00年） 17.3％(00年）

(備考）1．欧州委員会、ユーロスタット資料より作成。
       2．*印は02年目標、**印は07年目標。

（参考）

■研究開発・教育・情報通信関係

■経済改革関係

■社会的結束強化関係

目標
(10年）

進捗状況

■雇用関係

 

 

第２節で概観した３か国は、方法や重点は異なるもののいずれも広範な領域での

構造改革を包括的に進め、大きな成果を出している。我が国にとっても、経済全体

の生産性を高めることは重要な政策課題であり、本章冒頭に述べたように、経済財

政諮問会議で「成長力加速プログラム」が取りまとめられたところである。今後は、

経済財政運営の中期的な方針を示した「日本経済の進路と戦略」（平成 19 年１月 25

日閣議決定）を踏まえ、「成長力加速プログラム」を柱として本年６月に取りまとめ

られる「基本方針 2007」に基づき、各国の経験にも学びつつ成長力強化のために必

要な具体的な対応を各分野でスピード感を持って総合的・戦略的に推進することが



重要である。 

その際、本章でみてきた各国の経験からとりわけ重要と考えられることは、まず、

世界の生産性リーダーであるアメリカにおいてＩＴ利用による生産性の向上が非製

造業を中心とした広範な産業領域に拡大してきていること（「第二の波」）にキャッチ

アップすることであろう。アメリカ等における研究で指摘されているように、ＩＴ投

資・ＩＴ化により生産性を高めていくためには、企業レベルでも組織形態や生産プロ

セスの変革、人的資本への投資が非常に重要であると考えられる。政策的には、こう

した企業活動のダイナミックな変化も促しつつ、経済全体の効果的なＩＴ化を促す環

境整備が重要であり、とりわけ、一層の規制改革と労働市場改革・人材の活用などに

より、経済全体の競争環境を強化し、ＩＴ化の効果を早期に経済全体に浸透させ、サ

ービス産業等の生産性向上に集中的に取り組むことが重要と考えられる。 

また、景気循環の平準化による成長の持続に成功した英国や、経済危機への対応

を広範な分野で包括的かつ速やかに進めたフィンランドの経験からは、マクロ経済

環境を良好に保つことの重要性が改めて確認されるところである。現在の我が国の

状況に即していえば、再びデフレに戻ることのないよう、物価安定の下での持続的

な成長の実現を図ることにより、経済主体の投資意欲を喚起することが極めて重要

であると考えられる。 

  規制改革や労働市場の改革等により内外資問わず企業活動に良好な環境を整備し

て高成長に成功しているアイルランドの経験も重要である。近年における海外から

の対日直接投資に関連する要望をみると、外資に対する固有の規制の是正を求める

ものより、諸外国と比べて遅れている国内の事業環境の整備を求める声が多く、医

療、空港・港湾、金融資本市場、外国人の受入れ等の分野に集中している43。外資や

あるいは国内企業のこうした規制改革、制度改正に関する要望の多くは、現在の規

制・制度の何をどのように改革すれば企業活動を活性化し、生産性・成長力を引き

上げることができるかについて、経済主体側の実際のニーズを率直に反映したもの

と考えられるところであり、真摯に受け止め改革に活かしていくべきであろう。 

 

                                                 
43 内閣府『投資環境整備に対する海外からの主たる要望事項』（平成 19年４月 20日、経済財政諮問会議配布資料）
では、そうした要望の多い分野として、医療、空港・港湾、金融資本市場、外国人の受入れの四つを挙げている。

詳細については、同資料及びこれを巡る同日の経済財政諮問会議の議論参照（同資料、議事要旨とも内閣府ＨＰよ

り入手可能）。 



付注 2-1 労働生産性上昇に寄与した要因の推計について 

 

 労働生産性上昇に寄与した要因を推計するに当たり、以下のようなコブ・ダグラス

型生産関数を想定する。 

 

   （
βαα )( ttntittt QHKKAY ni= 1=++ βαα ni ） ・・・・・（＊） 

 

ここで、 

Y ：ＧＤＰ、A：全要素生産性（ＴＦＰ）、 ：ＩＴ資本サービス、 ：非ＩＴ資

本サービス、

iK nK

H：総労働時間、Q：労働の質、 ：労働サービス（ ）、L HQ= iα ：

ＩＴ資本分配率、 nα ：非ＩＴ資本分配率、β：労働分配率 

である。 

（＊）の両辺をHで割ると、 
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H
Y
：時間当たり労働生産性、

H
Ki ：ＩＴ資本装備率、

H
Kn ：非ＩＴ資本装備率 

である。 

 

（＊＊）の両辺の対数の変化分をとることにより、以下の（＊＊＊）を用いて労働生

産性上昇率の要因が推計可能である。 
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なお、資本分配率、労働分配率については、対象期間の始期から終期の各年の平均を

取ったものを使用している。 



（注１）ＥＵ“ＫＬＥＭＳ データベース”においては、ＩＴ資本は、コンピュータ、

情報機器、ソフトウェアの３種から、非ＩＴ資本は、輸送機器、その他の機器、

居住用建物、その他の構築物の４種から、それぞれ構成される。資本サービスは、

資本の種類によって限界費用が異なることを考慮し、各資本のユーザーコストを

反映したウエイトを用いて各資本の増分を加重平均して推計されている。 

 

（注２）ＥＵ“ＫＬＥＭＳ データベース”においては、労働は、教育水準・性別・年

齢（就業経験の代理変数として）の別によって 18タイプに分けられ、これらの構

成の変化による雇用所得の変化が、「労働の質」の変化として捉えられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



名目ＧＤＰにおける
購買力平価

（2005年）（１）

ドルに対する
各国通貨の

名目為替レート
（2005年）（２）

比較
（１）／（２）

オーストラリア 1.38 1.31 1.05
オーストリア 0.89 0.80 1.10
ベルギー 0.87 0.80 1.09
カナダ 1.25 1.21 1.03
チェコ 14.20 23.95 0.59
デンマーク 8.33 6.00 1.39
フィンランド 0.96 0.80 1.19
フランス 0.90 0.80 1.12
ドイツ 0.91 0.80 1.13
ギリシャ 0.70 0.80 0.88
ハンガリー 125.82 199.53 0.63
アイスランド 94.08 62.88 1.50
アイルランド 1.00 0.80 1.25
イタリア 0.85 0.80 1.06
日本 128.78 110.10 1.17
韓国 763.64 1,024.23 0.75
ルクセンブルク 0.95 0.80 1.18
メキシコ 7.37 10.89 0.68
オランダ 0.90 0.80 1.12
ニュージーランド 1.47 1.42 1.04
ノルウェー 9.54 6.44 1.48
ポーランド 1.93 3.23 0.60
ポルトガル 0.70 0.80 0.87
スロバキア 17.77 31.04 0.57
スペイン 0.76 0.80 0.95
スウェーデン 9.06 7.47 1.21
スイス 1.68 1.25 1.35
トルコ 0.83 1.34 0.62
英国 0.63 0.55 1.14
アメリカ 1.00 1.00 1.00

（備考）1．ＯＥＣＤ“Productivity Database”、“Economic Outlook Database”より作成。
　　　　2．アメリカを基準（1.0）にした場合における各国の比率。

付表2-1　購買力平価（ＰＰＰ）と名目為替レートの比較

 
 

 



付図2-2　労働生産性上昇に寄与した要因
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（備考）ＥＵ“ＫＬＥＭＳ データベース”より作成。計算方法については付注2-１を参照。
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